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論　文

工 程 にわた っ て 減損が 生 じ るケ ー ス の 総合原価計算モ デル

小泉友香

〈論文 要 旨〉

　材 料が 工 程 の 始 点で 投入 され ，加 工 用役 が投入 され るの に応 じ て 正 常減損 が 工 程の 終点 に 達 す る

ま で
一定率で 継続 的 に発生 す る状況 を対象 と した 先入 先出法 の も とで 非度外視法 を適用 す る場合，

「減損が 期中投入分 か らの み 生 じ る とい う仮定 」 や 「加 工 費の 原価配分の 計算に お い て 1！2 を減損

完成 品換算数 量 に乗 じる根 拠 が 不 明 確」 と い う問題 点お よ び 「加 工 費の 計算 を直接材 料費計算の 物

量 を基 準 と し て 算定す る こ と」や 「直接材料費 の 期末 仕掛品 に つ い て 次期 の 加 工 に よ り減損 となる

べ き部 分が 期末仕掛品 にお い て分離 され て い る」 とい う特性 が存在す る．こ れ らを検討 し ，精緻化 さ

れた 新 し い 製 品原 価計算 の 測 定方法 を提案す る こ と に よ り
，期 首仕 掛 品 か ら生 じ る 減損原価及 び 直

接材料 費の 期末仕掛 品 の うち次期 の 加 工 に よ り減損 と なるべ き原価 を測定す るこ とが で き ，さらに
，

加 工 費計算に 関 して も ，加 工 時間 を基準 と した因 果 関係 に基づ い た製品原価を算定す る こ とが きる．
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　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　Abstract

　 This　article　constructs 　a　model 　of　process　costing 　in　order 　to　propose　a　product　costing 　method 　under 　the

method 　ofnon −neglecting 　nomal 　shrinkages 　su 切ect 　to　FIFO
，
　o紬 e　case 　in　which 　materials 　are 　issued　a丗 ｝e

begiming 　of 　a 　process，　 Gonversion 　activities 　are 　being　executed 　during　the　process，　 and 　normal 　shrinkages

are 　occu π ed 　continua 註y　at　a　certain 　rate   til　the　end 　of 　the　process，　and 　examines 　some 　characteristics ．

Under　the　proposed　accurate 　method
，
　we 　can 　measured 　the　precise　product 　costs 　and 　the　shrinkage 　 c ◎sts

occurred 　from　the 　beginning　 work −in−process 　 and 　from　direct　 material 　in　the　 ending 　 work −in−process　 by
conversions 　in　the　next 　costing 　Period，　and 　the　conversion 　cost 　is　calculated 　on 　the　basis　of 　the　conversion

time ．
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1 ． は じめ に

　活動 基準 原価 計 算（ABC ）の 初 期 の 研 究 に そ の 典型 例 をみ る こ とが で き る 製造 間接 費計 算の 精

緻 化 の た め の 研 究 は ， 費 目別 計 算 と部 門別 計算 の 段 階 にお い て は ， 大きな 貢献 が な され た が ，

製品 別 計算に 関 して い え ば，今 日必 ず しも十 分 な成果が え られ て い る とは い え な い 状況 にあ る ．

実 際の 原価管理 の 現場 で は ， 企 業 に よ っ て は ， 製 品 ， 部 品 ，活 動 等 の 単位 当 り原価 を 1 円で も

引 き下 げ る改 善 や ，秒 単位 の 作業 能 率 の 改 善 が継 続 的 に 行 わ れ （lmai ［1986 コ pp29
・31 ），そ

の 成果 を把 握 する た め に適宜 ， 原 価情報 の 提 供が 求 め られ て い る （Cooper ・Kaplan ［1998コ

pp78
−102）， し か し ，そ の よ うな原価 の 少額 の 変化 を正 確 に 計算 す る方 法や シ ス テ ム が 確 立 し

て い る とはい え な い で あ ろ う．本 論文 は，製品原価 計算 の 精緻 化モ デル を 構築 す るこ と を 目的

とす る
一

連 の 研 究 の
一

環 で あ る ．製晶 原価計算 の 精緻化 モ デ ル とは ， 分析 的 ア ブ m 一
チ に も と

づ き生 産活 動 の あ りの ま まの 実態 を詳 細 ，か つ 忠実 に 写像 し うるモ デル を い う．精 緻化 モ デル

の 構築，ま た は そ れ に 関連す る研 究 と して は ，生 産活 動に つ い て 「時 間 の 経過 」 を変数 と して

導 入 して い る 「動 的 モ デ ル 」 （片 岡［1983］） と，時 間 の 経 過 を採 り入 れ て い な い 「静 的 モ デル 」

（伝統 的方 法 ）に 大き く 2 分 され ，さ らに
， 後者 は ABC に 関連す る研 究 （Datar ・Gupta ［1994 ］，

片岡 （人）［2003コ等） と，ABC とは 特 に 関連を 持 た な い 研
二究 （片 岡 ・片岡（人）［1998 ］，村 田

［1996］等 ） と に分 け る こ とが で き よ う．総 合原 価計 算の 静的 な伝統 的 方法 に 関 して い え ば ，

番 揚 ［1975 コ，岡本 ［2000 コ に よ る 研 究が 今 日 も大 きな影 響を与 え て い る と い え よ う．総 合原

価計算 に お い て 従来か ら減損 と仕損の 問題 は ， 計 算の 方法 を著 し く複雑 な もの と し て お り，概

念 上 は，減 損 と仕損 は厳 密 に 区分 され て 定義 され て い る が，計 算構 造 上 は ，両 者 は 通 常 ， 必 ず

しも明確 に 区別 され て い る とはい えず ，類似 の 取 り扱 い が な され て い る ．

　本論 文 に お い て 総 合原 価計算 の 伝統的 方法 とは ，材料の 払出価格，そ の 他 の 投入 要 素 の 能 率，

歩留 り等 の 時 間 の 経過 に よる 変化 を一定 と仮 定す る 「静 的 方法 」 の も とで ，
「完成 品換算量」 ベ

ー ス で 完成 品 ，仕 掛品 等 の 原価 を計 算す る方 法 をい う．ま た ，こ の 伝 統的 方 法 で は ， 現実 の 財

の 流れ を近似的 に跡 づ け るた め に 工 程 へ の 期 首仕 掛品 原価 と期 中投入 原 価 を ，期 中完 成晶 と期

末仕掛 品 とに 配分す る 方法 と して の 採 用 を前 提 とす る が ， 従 来 か ら期 首仕掛 品 か らは 減損が 生

じない とす る 仮 定 が 置 か れ て い る （番場 ［1975］，岡本 ［2000］）． こ の 伝 統 的方 法 の も と で は ，

材 料 が 工 程 の 始点 に 投 入 され ，そ の 終 点 に到 達す るま で の 間，加 工 進捗 度 が進 む の に 応 じて減

損 が継 続 的 に 生 じ る ケー
ス で ，減損 費 の 加 工 費 部分 の 計 算 の た め の 完成 品 換算量 の 計 算で は ，

そ の 加 工 進 捗 度を 1／2 とす る方 法が 採 られ て い る ，本 論 文 で は ，
こ の 伝 統 的方 法 を 「第 1 の ア プ

ロ
ーチ に よ る 方法 」 とい うこ とに す る ．

　本論 文 の 研 究 目的 は ，材 料 が 1 工 程 の 始 点 で 投 入 され ，加 工 用役 が 継続 的 に 投入 され る の に応

じて ，減損が 工 程 の 終 点 に 達す る まで
一定 の 率で 発 生 す る状況 を対象 と し，総合 原価 計算の も と

で 完成 品換 算 量 を ベ ー
ス とす る伝統 的 方法 で ，まず正 常減損非 度外 視法 に も と つ く FIFO を適

用す る に あ た っ て ， 「期 首仕 掛 品原 価 か ら減損 費 が 生 じ な い ．1 とす る従 来 か ら の 仮 定 を取 り除

き，か っ ，減損費の 加 工 費部分の 計算に つ い て は ，加 工 進捗 度 を加 工 時間 に も とつ く方 法 （第 2

の ア プ ロ ー
チ に よ る方 法 ） を提 案す る た め に 製 品 原価 計 算 モ デル を構 築す る こ と で あ る ．

　そ の た め に 本論文で は
，第 2 節に お い て 従来 の 方 法 の 特性 を明 らか に し第 3 節で 第 2 の ア プ

ロ
ー

チ に よる材料費計算の 方 法を示 し，第 4 節で は 第 2 の ア プ ロ ー チ に よ る加 工 費 計算 の 方法

を提案す る ．そ して ， 第 5 節 に お い て ，「む すび 」 を述 べ る ．
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ー

ス の 総合原価計算

2 ． 従 来 の 方 法 の
一

般式 化 とそ の 数値 モ デル へ の 適 用

　減 損 とは ，工 程 に お い て 投 入 した 原材 料 の うち
，蒸発 揮 発 屑 化 ，分散 な ど に よ り製品 に 物理 的

に転 化 しない 無 価値 の 部 分が 生 じ る こ とをい う．ま た，減 損費 とは ，原 材 料 の 減 損 部分に 集計 さ

れ た原 価 で あ る減 損原価 に 屑等 の 処 理 費 （事後 原価 ） を加 え た もの を い う．

　本論 文 で は ， 無 価値の 屑 と し て の 正 常減 損 の み が 工 程 の 始 点 か ら終 点 に い た る ま で
一

定率で

発 生 し
，仕 損 費 と減 損処 理 費 は発 生 しな い 状況 を対 象 とす る．

　本節で は ， こ の よ うな状況 に適用 す る伝統的 方法 の
一般 式 と ， 数値 モ デル へ の そ の 適用 を示 す ．

以 下 の 議論 の た め ，任意 の 1 工 程 に つ い て 厂 般 化 の た め の 記 号 を つ ぎの よ うに 定義する ．

C
，、

：原 価要 素 i に っ い て 前期の 正 常減損費の 追加 配賦 前 の 期 首仕掛品原 価 ，
C

【、
：原 価要 素 i の

期 中投入 原価 ， CGi ：原価 要 素 iの 期 中完成 品原価 ， C 柵
： 原価要 素 i の期 中発 生減 損費 ， CE、： 原

価要 素 i に っ い て の 期中発生 の 正 常減損費の 追加 配賦前の 期末仕掛品原 価 ，
Cki ： 前期 に 発生 し

た 正 常減損 費の 追加 配賦 後 の 原価 要 素 iの 期 首仕掛 品原価 （前期 末仕 掛 品原価），
Cb

、
： 原価 要素 i

に つ い て の 正 常減 損費の 追加 配賦 後 の 期 中完成 品原 価 ， 偽 i ： 原価 要 素 i に つ い て の 正 常 減損費

の 追加 配賦 後 の 期 末仕 掛品原 価 ，Q，
：完 成品数 量単位 尺度 によ る期 首仕 掛品数 量 ，

　QI ：完 成 品 数

量 単位 尺 度 に よ る 期 中着 手 品数 量 ，QG ：完成 品数 量 単位 尺 度 に よる 完成 品数 量（良品 数 量），Qw ；

完 成 品数量 単位 尺度 に よる正 常減 損数 量 ，Q、
： 完成 品数 量単位尺 度 に よ る期末仕掛 品 数量 ，

　e
、、

：

原 価 要素 i に 関す る期 首仕 掛品進 捗度 ， eG、 ： 原 価要 素 i に 関す る完 成 品 進捗度 （eG
、
　＝ 1） ，

eWi ：

原 価要 素 i に 関す る減損 の 加 工 進 捗度 ，
eEi：原価 要素 i に関す る期 末仕掛 品進 捗度 ，qBi ：期 首仕

掛 品に 含 まれ て い る 原価 要 素 i の 消費 数 量，q 丘
： 期 中 に 工 程 に投 入 され た原価 要 素 i の 消費数

量 ， qG 、
： 期 中完成 品 に含まれ て い る 原価 要 素 i の 消費数量 ，qWi ：

i の 消 費数 量 ， qE
，

：

原 価要 素 i の 総 消 費数 量（減損数 量 と な る べ き部 分を含む ），
UN

、

期 末仕 掛 品 に含 まれ て い る原価 要 素 iの 消 費数 量，U 、

期 中に 減損 とな っ た 原 価 要 素

　　　　 ：完成品 単位 当た りの

： 完成品 単位 当た り の 原価 要 素

i の 正 味消 費数 量 （物 理 的 に 完 成 品 を 構 成 す る i の 数 量 で あ り減 損 数 量 部 分 を 含 ま な

い ．） ，UW 、
： 完成 品 単位 当た りの 原価要 素 iの 減損数量

　 ま ず ，上 記 の 記 号 を 用い て 基 本的 な 関係 を示 し て お くこ とに す る．任 意 の 原価 要 素 i に 関 す る

あ る 工 程 をあ らわ す仕掛 品勘 定で は 次の 関係が 成立 す る ，

　　　　　　　　 Ck
，

＋ Cli ＝ CG
、

＋ Cw1 ＋ CE
、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （2．1）

ま た ，（2．1）式 に 関連 して ，任 意 の 原価要 素 i の 消 費数量 qi に つ い て ，つ ぎ の 物 量 の 関係 が成 立す

る ．

　　　　　　　　 qB ・
＋ qli＝qG、

＋ qWi ＋ qEユ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．2）

　 ただ し ， （2．1）式 と （22 ）式 との 対応 関係 に つ い て は注意 を要す る． （2，1）式は 非度 外視 法

を明示 す る た め に示 した 式 で あ り，した が っ て ，（2．1）式 の 右 辺第 2 項 CWi は，最 終的 に CG
、
と CEi

に 追加 配賦 され る ．それ ゆ え，（2．1）式の 左 辺 第 1 項 Ck
、
は，前期 の CE

、
に 前期 の CWiの

一
部を 追

加 配 賦 した もの で あ り ， したが っ て ， （2．1＞式 の 当期 の cg、は ， 単純 に 前期 の Cm で は ない ．す

な わ ち （2．2）式 の 各 消費数量 に 乗ず べ き消 費価格 p 、
を
一

定 と仮 定す る と，（2．2）式 の 各項 に 消

費価格 p 、
を乗 じた もの が，（2．1） 式 に な る の で は な い こ と に注 意す る必 要 が あ る ．

　 以下 で は ，下記 の 生 産 活動 の 状 洗 ，原価 計算 の 前提 ，原価 デー タ，生産 数 量デー
タ ，進捗 度の

デー
タ を用 い て

，
1 工 程 の 始 点 で材料 を投入 し，そ の 後 工 程 の 終点 に い た るま で

一
定 率 で減 損 が

生 ず る状 況 を対象 とし て 総 合 原 価計 算の 伝統 的 方法 の も とで
，製 造原 価 を直接材 料費 （i ＝ 1）

と加 工 費 （i ＝ 2 ） に 大き く 2 区分 す る方 法 （2 区分 法） に した が い ，正 常減 損非度外 視法 に
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よ る FIFO を適用 した 場合 の
一

般 式 を示 し， さ らに ，こ れ を 数値 モ デル に適用 す る ．

［生 産 活動 の 状 況】

（1 ）あ る 生産 の 1 工 程で 単
一

品種 の 製品 を生 産 し て い る ．（2 ）1 工 程 の 始点で 完成品 1 個 当

た り材料 （i＝ 1 ） を 10kg 投 入 し，加 工 の 進 捗 に応 じて
一定 の 割合で 屑 と し て 減損が 発 生 し，

工 程 の 終 点 に 到 達す るまで に完成 品 1 個 当た り 2kg 〈20 ％）の 減損が 生 じ ， そ の 段 階で 完成品 と

な る ．（3 ）完成品 数量 の 単位尺 度 は個数で あ り ， 材料 （i； 1）の 数量 で あ らわ され る．（4 ）減 損

はす べ て 正 常 な原因 で 発 生 し ， 仕損 は発生 しない ．（5 ） 工 程 には ，常 時 ，仕 掛 品 は 存在す る．

［原価 計算 の 前捌

（1 ）単
一

工 程単
一

製品 を 対象 とす る総合 原価計 算の 方法 を適 用す る ．（2 ）製造原価 は 直 接材

料費 （i＝ 1） と加 工 費（i＝ 2）とに 区 分 して 行 う 2 区分法 を採 用 す る ． （3 ） FIFO （前期着 手分 と当

期 着 手分 とを 区別す る方 法）を適用 す る． （4 ） 正 常減 損非 度外 視法 を適 用 す る．

［原価 デ ータ】

期 首仕 掛 品原 価に お ける 直接材料 費 （i ・ 1）Cも1
鬲3，000，000 円 （前 期発 生減 損 費配 賦 済み 原 価），

期 中投入 原価 と し て の 直接材 料 費（i ＝ 1）　CI1＝ 11，000 ，000 円，期 首仕 掛 品 原価 に お け る加 工 費

（i ＝ 2）Cg ，
　
＝＝

　2
，
400

，
000 円 ，期 中投入 原価 と して の 加 工 費（i　 ＝ 2）Ci2　＝・　11，72S，OOO 円

［生 産数 量デ ータ］

QB ＝ ・30 個 ，QI＝110 個 ，QG ＝100 個 ，QE　
＝
　40 個，完成 品 単位 当た り材料（i＝1）の 投入 数量 （減

損 を含む ） U
、
；10kg ／ 個，完成 品単位 当た り材料（i ＝ 1 ＞の 正 味投 入 数 量 UN

、
‘8kg ／ 偲 完成 品 単

位 当 た り の 材 料 （i ＝ 1 ）か ら 生 じ る 減 損数 量 Uw
，
　＝ 2kg ／ 個，完 成 品 単位 当 た り の 加 工 時 間

（i＝ 2）u2 ； 4h ／個 ，完成品 単位 当た りの 正 味加 工 時間 （i＝ 2）UN2 ＝3．2h ／個 （後述 の （4．3）式 の 計

算 に よ る値 ），完 成 品 単位 当 た りの 減損発 生 に 対応 す る加 工 時 間 （i＝ 2）Uw2 ＝ o．8h1個 （後 述 の

（4．4）式 の 計 算に よ る値 ） ，期 首仕 掛 品 に 含 まれ て い る材 料（i＝ 1）の 消費 数量 qBl ； 276kg，期 中

に 投入 され た 材料（i＝ 1）の 消 費数量 qll＝ 1，100　kg，期中完成品 に含 まれ て い る材 料 （i＝ 1）の 消 費数

量 qGl　 ＝ soo　kg，期 中 に減損 と な っ た材料（i＝ 1）の 消費数量 qwi　
＝ ・

　240 　kg，期 末仕 掛 品 に含 ま れて

い る材料（i； 1）の 消費数量 qE 正

＝ 336 　kg

【進 捗度の デ ー
タ 】

直接材料費の 期首 ・期 末 の 仕 掛品進 捗 度 θ
別
＝θE1

；1 （工程 の 始点投入 の た め），期 首仕 掛 品の 加

工 進 捗度 θB2
＝ 0．4

，期 末仕 掛 品 の 加 工 進 捗 度 θE2
＝ 0．8

　従 来 か ら， 1 工 程 の 始点 で 主 要材 料 を投入 し
，
工 程 を つ うじ て 減 損 が 一定 の 割 合 で発 生す る ケ

ー
ス ，つ ま り工 程 を つ う じて 平 均的に 発 生す る ケ

ー
ス に つ い て は ，材 料数量 と完成 品数 量 の 尺 度

単位 が 共 に重 量 （キ ロ グ ラム ，ポ ン ド等 ）で 示 され る場合 の み が 取 り上 げ られ て い る ．こ の よ う

な場合に は
， qi ＝ Q を 前提 と し て い る の で ，減損数量 qWi を完 成品換算量 QwOw 【

と同
一

視 し うる

の で ，第 1 の ア プ ロ
ーチ の 適 用 に つ い て は あま り問題 な い ．しか し，こ の 数値 モ デ ル の ケ

ー
ス で

は ，従来 の 状況 を よ り
一

般 化 し て 完成 品数 量の 尺度 単位 は 「個数 」 に よ り ，材 料数 量 の 尺 度単位

は 「kg 」 で あ らわ され て い る状 況 た とえ ば ，
1 個 の 木製 の 立 方 体 を 削 っ て 特殊 な形 状 の 製品

を作 り出す よ うな状況 で は，材 料 の 減 損 数量 qWl （kg）を完 成 品換算 量 Qw θw1 に 変換 す る 計算 をす

る必 要が あ る．なお ， q 、
と Q と の 区別 は必 要 で あ る．（22 ）式 とは異 な り，い か に 多量 の 材料の 減損

が生 じた と して も，常に ，Q 、
＋Q 、

＝QG ＋QEは成 立する ．

　っ ぎに ，従来か らの 第 1 の ア プ ロ
ーチ に よ る方 法 を こ の 数値 モ デル に 適用す る．まず ，材 料費
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（i ・1 ）に つ い て 計算 す る ， こ こ で ，減 損完成 品換 算量 Qw θw 、
は ，減 損数 量 qw ，

＝240kg と正 味消

費数 量 UNi 　＝　8kg と か ら ，
つ ぎ の よ うに計 算 され る．

　　　　　　　　… Wl
一
苛÷ ・・ 　 　 　 　 　 … 3・

　直接材 料 費 （i ＝ 1）に つ い て ， そ の 期 首仕掛 品 原価 C急1 と期 中投 入 原 価 CI1か ら期 中完成 品原

価 CG
、
は ， （2．3） 式 の 計算 結果 を用 い て つ ぎ の よ うに 計算 され る．

　　　　　　　 Cn （QG − QB）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 11
，
000

，
000x （100 − 30）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＝ 8
，
500

，
000　　　　　　（2．4）CG1 ＝Cii ＋　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ＝3，000，000十

　　　　　 （QG − QB）＋ Qw θWl ＋ QE　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （100− 30）＋ 30＋ 40

　材 料 は 工 程 の 始 点で 投入 され る だ けで あ り ，
工 程完成 品 に な る ま で の 途上 で 追加 投入 され る

こ とはない 状 況 を 対象 とし て い るか ら ，材 料 の 進捗 度 は常 に
，
θ

。、

； e
、、

＝ 1で あ る，それ ゆ え ，（2．4）

式 の 第 1 右辺 第 2 項 の 分母 は，本 来，す べ て 完成 品換 算量 Qe で あ らわ され る べ きで あ る が，減損

数量 の み が完成 品換 算量 Qwew 且
で あ らわ され お り，他は進 捗度が乗ぜ られ て い な い ．ま た ， 材料

（i ＝1＞ の 減 損数 量 は ，本 来 減 損 とな っ た 材 料数 量 qw 、
そ の もの に よ り直接 あ らわ され る べ き

で あ る が ，伝統的 方法 で は完 成品 換算量 を べ 一
ス に して い る か ら Qw　ew、と い う間接 的 な形 で あ

らわす 必 要 が あ る ．こ れ は ，材料 （i ＝ 1） の 投 入 数 量 qWt と
，完成 品 数 量 単位 で あ らわす 減損 数

量 Qw とが 同
一の 単位 （重量 kg）で あ らわ され る場合 に は ，材料の 減損数量 qw 、

＝ Qw とす る こ と

が で きる が ，そ れ以 外 の 場合 に は ％ 、
を Qw θw 、

に 変換す る必 要 が ある ．

材 料 （i ＝ 1 ） の 減 損費 は ，つ ぎの よ うに あ らわ され る．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．5）・wl 　
＝

，纛 1糠 轟
一

（1。。．、。、． ，。． 、。

＝・2・357，14・

同様 に ，期末 仕掛品 原 価は ，つ ぎの よ うに あ らわ され る ．

・
・

一

、賊 牆 、Wl ． Q．

一
（1詰皇鶚 艦。

一・・1・2・857

正 常減損 費の 追加 配賦後の 期中完成 品原価 の 材料費 C6Lは ，
つ ぎ の よ うに 求め られ る ．

・・ − CGI ・

、捻 テ覊 一S
・
・… a… 糲 1…鶚…器

）− 1・・228・
571

（2．6）

（2．7）

　 こ こ で ，材料 費部分の 正 常減 損 費の 追加配 賦 の た め の （2．7）式 の 第 1 右 辺 第 2 項 の 分母 に 「加

工 費 」 の 完成 品 換算量 QEθE2 が 示 され て い る こ と に 注意 を要 す る． こ れ は，正 常減 損が 加 ：L 中 工

程 を 通 じて 平均発 生 す る場 合 を対象 と し て お り
，
減 損は 加 工 が 進 む に 応 じ て 増加 す る の で 期 末

仕掛 品 は加 工 進 捗度 eE2に応 じ て 正 常減損 費 を負 担 させ る べ きだか らで あ る （岡 本 ［2000】p　308，

番 揚 ［19751p260 ・261）。 つ ぎに加 工 費 （i＝ 2）に つ い て 計算する ．ま ず，完成品 単位 尺 度に よ

る期 中減 損 数 量 Qw は
，減 損 数 量 qwl

＝240kg ， 正 味 消 費 数 量 UN
，
＝8kg ，減 損 の 加 工 進 捗度

θw 、
＝1〆2 で あ るか ら ，

つ ぎの よ うに計 算 され る．

　　　　　　　　　　　qWl
． 2竺 ． 60 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （2．8）　　　　　　　 Qw ＝

　　　　　　　　　　UN1θw ・ 8 ．
主

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 2

　期 中完成品 原価 の 加 工 費 CG
，
は ，従 来の 第 1 の ア プ ロ ーチ に よ る と つ ぎの よ うに あ らわ され る ．

　　　　　　　 CI2（QG − QBeB2＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 11，725 ，000x （100 − 30xO ．4）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＝9，27＆667　（2．9）CG2　＝　C急2 ＋　 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　　 ＝2，400，000＋

　　　　　・Q・
− Q・

θ
・・）・ Q・ 圭・ Q・

θ
・・ 　 （1・・一・・… ）・ … 去・ ・・・ …

　第 1 の ア プ ロ
ー

チ を示 す（2．9）式 の 特 徴 は
，第 1 右辺 第 2 項 の 分母 の 減損 の 完 成品 換算量
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C
・ ・

　＝

・Q ，

．Q ．
・

．，
・．di

’
2

・
． 鵯

三

跏 ．・・× ・．・）． ・・。麦輪。 腮

＝ 蹴 ゜

期 末仕 掛品 原価 を構成す る 加 工 費は ，つ ぎの よ うに あ らわ され る ．

  ．纛驚去． 脇

＝

伽 需織 1毳． 鰓

爛

　減 損費 の 加 工 費部 分 の 追 加配 賦後 の 期 中完成 品原 価 は ，
つ ぎの よ うに あ らさ られ る．

　　　　　　 Cw2 （QG − QBOB2）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2
，
345

，
000 × （100− 30xO ．4）

C態2
＝ CG2 ＋　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ＝ 9，278，667 ＋　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　；10，998，333

　　　　　 （QG − QBθB2 ）＋ QEθE2　 　　　　　 　　　　 　　　　 　　　　 　　（100− 30xO ．4）＋ 40xO ．8

　　　　（2．12＞した が っ て ，最終の 期 中完成品 原価 ΣCb は ，つ ぎの よ うに 計算 され る．

ΣC』＝C 』1 ＋ C』2
＝10，228，571 ＋ 10，998，333　； 　21，226，

904

Qw　ew1 が Qw （112）とな っ て い る こ とで ある． こ の 減 損加 工 進捗 度 の 平均 値 を 1／2 と し て い る理

由 は ，工 程 の 始点 で 材料が 投入 され ，そ の 直後に 生 じた 減損 は わず か な加 工 用 役 が投入 され た だ

け で あ る か ら，僅少 の 加 工 費 しか 負担 せ ず厂 方 ， 工 程 の 終 点で 生 じた 減 損 は 完成 品 と ほ とん ど

同等の 加 工 が な され た もの か ら生 じた減損で あ る か ら ，完成品 と ほ ぼ同等 な加 工 費 を負担 す る

もの とみ な し て い る こ とに よ る ．加 工 費 の 減 損 費部 分 Cw2 は ， つ ぎの よ うに 計算 され る ．

　 　 　 　 　 　 　 　 　 1　 　 　　 　 　　 　 　　 　　 　 　　 　 　　 　 　 1
　　　　　　 C

、、Qw　t　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 11
，
725，000x60 × 一

　　　 　　　　 　　　　 　　　　 　　　　 　　　　　 　　　　 　　　　 　　　　 　（2．10）

（2．11）

（2．12）

以 上 ，第 1 の ア プ ロ
ーチ に よ る方 法 を数値 モ デ ル を用 い て 伝 統 的方 法 の 特 性 を述 べ て きた ，

次節 ， 以 降 で 新 し い 方 法 （第 2 の ア プ ロ ーチ）を提 案す る．

3 ． 第 2 の ア プ ロ ー チ に よ る材料費計算

　こ の 節で は ，伝統 的 方 法 の も と で 可 能 な限 り
，

生 産活 動 の 実態 を あ り の ま ま に 写 像す る方法

を導 くた め に ，前節 の 数値モ デル を用 い ，生 産 活動 の 状 況 を忠 実 に記 述 し可視化 し うる 「工 程

原 価構 成 図」 を導入 し ， 同 図 の 構 造 を あ りの ま ま に 描写 す る第 2 の ア プ ロ ーチ を示す ．

　 「工 程原 価構 成 図」 は，任 意 の 工 程 の 任意 の 原価要 素 iに つ い て ， 完成品 ，仕 掛品
，減損の 各部

分 とそ れ ら の 相互 関係 を 明 らか に す る 手 段 で あ り ，
こ れ に よ り非度外 視法 に よ る揚合 の 「進 捗

度 を用 い た完成 品換算量 」 を べ 一
ス にす る伝統 的方 法の 構 造 を示 す こ とが で き る．

　 工 程 原価構 成図 を示 す前提 と して ，以 下 で 基本的 な関係 を 説 明す る．

　任 意 の 原 価要 素 i の 原 価 C
、
は ，そ の 消費 価 格 を p 、 ，そ の 消費 数 量 を qi とす る と

，

一
般に っ ぎの

よ うに あ ら され る ．

　　　　　　　　　　　Ci＝P、qi　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．1）

　さらに ，特 に仕 掛 品 を考慮 しない 場 合 は ，完成 品 数 量 Q と完成 品 単位 当 た りの i の 消費 数 量 U
、

とか ら ， 消費数 量 q 、
は ，

つ ぎ の よ うに あ らわ され る．

　　　　　　　　　　　qi ＝ QGU ，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （32 ）

　こ こ で
，原価 要 素 i に つ い て 完成 品 と仕掛 品 とを統

一
して あ らわす た め に進捗 度　eiを導入 し，

完成品 換算量 べ 一
ス で示 す と

， （3．2）式 は，つ ぎ の よ うに あ らわ され る ．

　 　　　　　 　　　　 　 q、
＝QGθ、U ，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （3．3）

（3．1） 式 に （3．3） 式 を代入 す る と，
つ ぎの 基本 式 を うる ．

　　　　　　　　　　　c
、

＝ PiQG θ
、
Ui　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （3．4）

（3．4）式 にお い て ，Pi を
一

定 とす る 前提 に も とつ く と，原価 Ciは ，消費数量 q、
の 関数 と し て あ らわ

され る こ と に な る ．す なわ ち，そ の 場 合 は 原 価 Ci の 検 討 は ，消費 数 量 q 、
の み に 焦 点 を合 わ して 行
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え ば よ い こ と に な る ．こ の Pi を
一

定 とす る前提 は ，生産 活動 の 実態 をあ りの まま に 写像 す る た

め に ，財 の 流れ を 可 能 な限 り事 実 通 り に跡づ け る こ とが 必 要 で あ る ．そ の た め に ，材 料 の 払 出価

格 Pi に つ い て は ，伝統 的方 法 に お い て も本 来 の 「継続 記録 法 に よ る FIFO ない し移 動 平均 法」

を用 い る こ とが 妥 当 で あ り，片 岡【19831 が提 案す る動 的方 法 で は ， 仕掛 品 と完成品 の 原 価 計 算に

時 間 を変数 と し て 導入 し，材 料 の 払 出価 格 が 変化 す る状 況 を工 程 （仕掛 品勘 定）の 側 で もそ の ま

ま受 け入 れ て ，
「継続記録 法 に よる FIFO 」 が適用 され て い る ，しか し ， 伝 統的方法 （従 来 か

ら の 静的 方法 ）で は ，材 料 の 払 い 出 し を受 ける都 度 ，現 実 には 異 な る消 費価 格 の 材料 が 工 程 に

投 入 され て い て も ， そ の あ りの まま の 状況 を 忠 実 に跡づ け る の で は な く
，平 均化 の 計算が 行 われ

て い る．す な わ ち，伝 統 的方 法 で は仕 掛 品勘 定 にお い て ， 期 首仕掛 品原価 と期中投入 原 価 を期

中完成品 原価 と期末仕掛 品 原 価 へ 原価配 分 する 際に用 い られ る FIFO は ，工 程 に材 料 が 払 出 さ

れ る 都 度，消 費価格が 異 なる 場合で あ っ て も，材 料 の 場合 の 計 算 の よ うな継続記録法 に よ る計

算 を行わ ず ，時間 の 経過 を考 慮せ ず に ，期 中投入 原価 を期 中完 成 品 と期 末仕 掛 品 とに完成 品換

算 量 べ 一
ス で 単純 に

一括 し て 比 例 配分 す る と い う， 基本 的 に は 平均 法 を用 い て い る ． した が っ

て ， 伝 統 的方法 で は ， 材料 が払 出 され る都度 に 変化す る 消費価格 を ，
工 程 （仕掛品 勘定）の 側

で は ，結 果 とし て
一

つ の 値 と して 平均化 され た 消費価格 Pi が 使 用 され る ．そ れ ゆ え，消 費価格

p、が
一

定で あ る とす る仮定 は 伝統 的方法 の 特徴 で あ る．そ こ で ，以 下 にお い て も，原価 の 大 き

さの 変化 を検討す る 際は ， 消 費数量 qiを 考慮 すれ ば よ い と い うこ とに な る ．工 程原 価構 成 図 （図

3．1）は，横軸 に完成 品数量 Q を と り，縦軸 に Uiθi を とる こ とに よ り， 両者 の 積で あ る面 積 Q 　e
、
U ，

に よ り各 消費数 量 q、
をあ らわ す 図で あ り ， 原価 Ci は ， 各 消 費数 量 q 、

に 定数で あ る 消費価格 p、を

乗 じた 結果 と し て 示 され る．す なわ ち，原価 Ci は面 積 が示す 各 消費 数 量 q
、
の 大 き さに よ り

一

意 に決 定 され る か ら ，
工 程原価 構成 図 に お け る各 消費数量 qi を あ らわ す各面積 Qe 、u 、にの み 注

目すれ ば よ い こ と に な る，こ の 図 に よ り工 程 の 期 首仕掛 品原 価 ， 期 中投入 原価 ， 期 中完成品 原

価，期末 仕掛 品原 価の 各 々 の 大 き さ と相互 関係 を 明 らか にす る こ とが で き る．

　まず ，材 料 （i＝ 1） の 「投 入 の 状 況」 （図 3．1），
「産 出 の 状況」 （図 32 ）お よ び そ れ らの 「総

合 し た状 況」 （図 3．3）に つ い て ，それ ぞれ 工 程原 価構 成 図 を用 い て 示す ．

　工 程原価 構 成図 で あ る図 3．1 で は ，　（2．2）式 の 左 辺 （qB、
＋ qli） の 各項 がそ れ ぞれ 面 積 （実線

で 囲 まれ た 2 領域 ）で あ らわ され ，同様 に 図 32 で は （2，2）式 の 右 辺 （％ ＋ qw 、＋ qE、） の 各項 が

そ れ ぞ れ 面 積 （実線 で 囲 ま れ た 3 領域）で あ らわ され て い る．

　　　　　　 u
，
e

、

　 U
，

＝10kg

UN1 ＝8kg

　 Q

　QB ≡30　　　　　　　　　　QI＝110
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 −

　　　　　　 QG ＝100 　　　　　　　 QE ＝ 40

図 3．1 材料費（i＝ 1）の 「投入 の 状 況」 をあ らわ す 工 程原価 構成 図

　 図 3．1 に お け る第 1 の 領 域 は ，左 側 の 変形 四 辺 形 の 部分 で あ り，上 下 を破 線で 挟 まれ た長方

形 か ら三 角 形 が 欠 け た 部 分 で 破線 （UN1　＝ 8kg ） の 上 側 の 部 分 と，そ の 下側 の 長 方形 の 部 分 と

の 二 つ か ら構成 され て い る ．そ の 和 の 面積 は期 首仕 掛 品 を 物理 的 に構成 して い る材 料 （i＝ ・ 1）
の 数量 q 別 （； 276kg ）を あ らわ して い る，ただ し，図 3．1 の 左 上部 の 斜 辺 の 上側の 部分，っ ま り，

上 側 の 破線（U
，

＝10kg ）と実線 に 囲ま れ て い る 三 角形 の 部 分 は ，前期 にす で に 減損 として 発 生 し

た 材料 部分 で あ るか ら，期 首仕掛品 を物理 的に は 構成 して い な い ．そ の 下側 の 破 線 の 上側 で あ
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っ て ， 斜 辺 の 下側 の 部 分 は ， 期 首仕掛 品 に 投入 され た 材料数量 の うち ， 当期 に減 損 と し て 発 生

した材 料 の 数 量 を あ らわ し て い る．第 2 の 領 域 は右側 の 部 分で あ り，当期 に 投入 した総 投入 数

量 は ，ql1＝ 1
，
100kg で あ る．破 線 （UN

，
　
＝＝

　8kg ＞の 上側 部 分 は 当期 に減 損 とな る べ き部 分 で あ り，

そ の 下側 部分 は 完成 品 を 物理 的 に 構成す る 正 味 の 部分 をあ らわ す ．

　　　　　　 u
，
e

、

U
，

＝ 　10kg

UNI ＝ 8kg

　 Q

　　QB
＝30

　　　　　　　　　　QI＝11e

　＜
一一一一一一一一一一一一一一一一一

ブ ｝
一一一一一1＞

　　　　　　　 QG ＝100　　　　　　　　QE ＝40

図 3．2 材 料 費（i＝ 1）の 「産 出の 状 況」 をあ らわす 工 程原価 構

　図 32 で は ，実線 で 囲 まれ て い る 3 っ の 領 域が 示 され て い る ．第 1 の 領 域は ，左 下 部の 長方

形 で あ り，そ の 面 積 は期 中完成 品 に 投入 され た 材料 の 正 味の 数量 qG1 を あ らわ す ．第 2 の 領 域

は ， 右側 の 変 形 囚 角形 で あ り ， 期 末仕掛品 に 投入 され た 材料の 数 量 qE 互
を あ らわ して い る 、第

2 の 領域 は さらに 破線 （UNI ＝ 8kg ） の 上側 の 部分（次期減損 と な る べ き もの ）と，その 下側 の 長

方形 の 部分 （正 味 の 数 量）とに分 け られ る ．第 3 の 領域 は ， 上部 の 変形 六 角形 で あ り，減 損 とな

っ た材 “｝　qWi を あ らわ して い る ．こ こ で ，図 3．1お よび 図 3．2 で 示 され て い る各消費数 量 は，（3．2）

と（3．3） の 各 式 に数 値 モ デル の デー
タ を代入 す る こ と に よ り ， 以 下 の よ うに 各 ql の 値 を計算 す

る こ とが で き る．

　　　　q。 、

＝ Q 、
θ

。 、
UN

、
＋ QB（1一θ

。 、
）Uw

、
＝ 30xlx8 ＋ 30x （1− o．4）x2 ＝ 276　　　　　　　　　　 （3，5）

　　　　q ：、
＝Q ，

U
、

＝110xlo ＝1，100　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （3，6）

　　　　qG1 ＝ QGuN、

＝ 100x8 ； 800　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （3．7）

　　　　qw 、

＝ Q ，
（1一θ

， 2
）uw

、
＋ （Q

．

− QB）uwi ÷ Q 。
e

，、
uw

、

　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　（3．8）
　　　　　 ； 30 × （1− 0．4）x2 →「 （100 − 30）× 2 ＋ 40xO ．8 × 2 ＝240

　　　　qE匸

＝ QEe，、
uN1 ＋ QE（1− eE

、
）uw

，

＝40xI × 8 ＋ 40 × （1− o．8）× 2 ； 336　　　　　　　　　（3．9）

　　　　　 u
，
e

、　　  

Ul　− 1°
・

％
UWI 冨2

糒

UM ； 8・

％

　　　　　　 QG ＝IOO　　　　　　　 QE ＝40

図 3．3　材料費（i＝ 1）の 工 程原 価構 成 図 （総合 図）
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図 3．3 は ， 図 3．1 と図 3．2 を合 わ せ た 総合 図 と して描 か れ て い る ．図 3．3 も他 の 2 図 と同 様 に

横軸に 完成 品数 量 Q を と り
， 縦 軸に Ulθ1 を と り，各領域 の 面積 に よ り材 料（i＝ 1）の 数量 q 星をあ

らわ して い る ，図 3．3 で は ， 材料（i＝ 1）に つ い て 外枠 を実線で 描 い た全 体領域 の な か に 7 領域 が

示 され ， さ ら に左 上 部 （斜 辺 の 上側 と Ul ＝ 10kg をあ らわ す破線 に挟 まれ た 部分 ）に 1 領域 

が示 され ， 合計 8 領域が示 され て い る ．そ れ ら 8 領域 は，以 下の とお りで あ る，

  qBNI は ， 期 首仕 掛品 を 構成す る材 料 数量 の うち期 中完成 品 を物理 的 に構 成す る 正 味の 数 量 を

示 し，つ ぎ の よ うに あ らわ され る，

　　　　　 qBNI ＝ QBUN1＝ 30 × 8　＝ 　240kg 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （3．10）

  qBNW 且
は ，期 首仕 掛 品 を構成す る材料 数量 の うち 当期 中 に減損 と なる 数量 を示 し，つ ぎの よ

うに あ らわ され る ．

　　　　　 qBNw1 ＝QB（1一θB2 ）uw1 ＝30x （1− o．4）x2 　＝＝　36kg 　　　　　　　　　　　　　　 （3．11）

  qBW1 は，前期 に投 入 した 材 料数 量 の うち期 首仕掛 品 を前 期に加 工す る過 程で 減損 と な っ た 数

量（前期期 末 の qEWI の 部分 ： 当期 に 発 生 した減損で は ない ．）を 示 し，つ ぎの よ うに あ らわ され

る．なお ，こ れ に対 応す る原 価部 分 は前期末 仕掛 品原 価 に 追加 配 賦 され た もの で あ る ．

　　　　　 qBwl ； QBeB2Uw1＝ 30xo ．4x2 ≡ 24kg 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （3．12）

  qlGlは ，当期 中に投 入 した材 料 数量 の うち期 中完成 品 を 物理 的 に構 成する 正 味の 数 量 を 示 し，

つ ぎ の よ うに あ らわ され る ．

　　　　　 qlGl＝（QG − QB）uN1 ＝70 × 8 ＝560kg 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．13）

  qiWiは ，当期 中に 投入 した 材料 数 量の うち期 中に減 損 とな っ た数 量 を示 し ，
っ ぎの よ うに あ

　 らわ され る ．

　　　　　 qIw1 ＝ QIGuwl≡ 70 × 2 ； 140kg 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．14）

  qEN1 は
， 当期 中 に投 入 した材料数量 の うち期 末仕 掛品 を物 理的 に構 成す る正 味数 量（期 末仕

　掛品 に含 まれて い る数 量）を示 し，つ ぎの よ うに あ らわ され る ，

　　　　　　 qEN1 ＝ QEuNl ≡40　x 　8≡320kg　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （3．15＞

  qENW1 は ，当期 中に投入 した材料 数 量 の うち 期末 仕掛 品 を 物 理的 に 構 成す るが ，次期 に 減 損

と な る数量 （  ＋   に よ り期 末仕 掛 品 に含ま れ て い る材 料 の 数 量 を示 す ．）を示 し，つ ぎの よ う

に あ らわ され る．

　　　　 qENwl 　＝　QE（1一θE2 ）Uwl ＝40x （1− o．8）x2 ＝16kg　　　　　　　　　　　　　　　 （3ユ 6）

  qEWI は ，当期 中 に投入 した 材 料数 量 の うち期 末仕 掛 品 を加 工 す る過程 で減 損 とな っ た 数量

（次期 期 首の qBWI の 部 分） を示 し ，
つ ぎの よ うに あ らわ され る ．

　　　　 qEw ユ
； QEoE2Uw1＝　40xo ．8x2 　・＝　64kg 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．17）

　なお ，図 3．1 お よび図 32 と ， 図 3．3 で示 され て い る各 材料 数量 の 相 互 関係 ，
つ ま り ， 期 首

仕掛 品 は含 ま れ て い る材料数量 qBp 期 中完成 品に含 まれ て い る材料 数 量 qGl ， 期中に減損 とな

っ た材料数量 qWl お よび期末仕 掛品 に含 まれ て い る材 料数 量 qE 且
は ， そ れ ぞ れ つ ぎの よ うに 区分

され る ．

　　　　　　　 qB 、

＝
qBNI ＋ qBNWI 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （3．18）

　　　　　　　 qGl ＝ qBNI ＋ qlGI　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．19）

　　　　　　　 qwl ＝ qBNwl ＋ qlwl＋ （IEw1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．20 ）

　　　　　　　 qE1 ＝ qEN　1十 qENWI　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．21）

　図 3．3 に関連 し て 重要 な こ とは，正 常減損 非度 外視法 の も とで は （3．18）式の よ うに 当初 の

分離 計算 の 段 階で は  qBNI と  qBNW1 の 和 に対 応す る原 価 とし て 算出 され る が
， （2．4）式 の 期
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首 仕 掛 品 原 価 CBI は ，正 常減 損 の 追 加 配 賦 に よ り  qBW 且
が 加 算 され て い る こ と で あ る ．

　図 3，3 が あ らわす 「工 程 原価構 成 図」 （総 合 図）は ，
工 程 にお け る生 産活 動 ， す なわ ち， 「材 料

の 投 入 と産 出 の 状況 」 を あ りの まま に示す 図 で あ り，
した が っ て ，図 3．3 が 示 す状 況 を第 2 の ア

プ ロ ーチ の 方法 が 忠 実 に 描 写で きれ ば，それ は 生 産 活 動 の 実態 を あ り の ま ま に 写 像 して い る と

い え る ．伝 統的方法 にお け る完成品 換算量 べ 一
ス で 計算す る た め に は ，図 3．3 で 示 され て い る

各領域 に つ い て ，図 32 にお い て それ らの 面積 を変化 させ ない ま ま で ，横軸 を完 成品 換算量 Qe、

に ， 縦軸 を完成 品 単位 あ た り の 正 味数 量 UNI とす る 「完 成 品換 算 量図」 （図 3．4）に 変換 （移 動 ）

す る必 要が ある ．図 3．3 に お い て 示 され て い る 8 領域 は ， 図 3．4 で は 高 さが UNI ＝ 8kg に そ ろ

え られ ， そ れ らの 面 積は ，横軸 に お け る完成 品換 算量 の それ ぞれ の 長 さに よ っ て 決 定 され る ．

した が っ て ，
8 領域 の 各 原価は ， 図 3．4 が示す よ うに

一
意 に ，完成 品換 算 量 Qθ

、
の 比 に よ っ て

配 分す る こ とに よ り求 め られ る ．い うまで もな く ， 図 3A に お け る各完 成 品 の 換算量 の 比 に よ

っ て分配 され た原価 は ，図 3．3 の 各 面積 比 に よ っ て 配 分 され た原価 と同額 で あ る ．

UN

 

　 qBNl

　  

qBNW1

 

qBW1

 

　 qIGL

 

　 qlW1

 

qENl

 

qENW1

 

qEW1

Qe、

・・ Q． （1−eB：・い
・磯 QG − Q。

　 ・Q。
−QB・寄 Q，

編 q一瞭 蝶

　　　　　　　　　　図 3．4 　第 2 の ア プ ロ
ー

チ を示 す完成品 換算量 図

（3，10）か ら （3．17）ま で の 各式 で 算出 し た材料 数 量 qiの デ ー
タ を完成品 単位 当た り数 量 UN1 （縦

軸 の 切 片）で 除す る こ と に よ り，図 3．4 の 横 軸 に 示す 各領 域  〜   の 完成 品換算 量 Qe，
は ，  30

個，  4，5 個，  3 個，  70 個 ，  8 個，  40 個，  2 個，  8 個 と計 算 され る，

　 なお ，減損の 完成 品換 算量 は ，  ，  ，  ，  お よ び   の 計 算 に よ り求 め られ る ．

　 っ ぎに，非度 外視 法 によ る FIFO を適 用す る た めに 必 要 な完成 品換 算 量 （図 3，4）で 示 され て い

る各領域 の 原価 の 分 離計 算 を示 す ．まず ，期 首仕 掛 品原価 に含ま れて い る材料費 CB1 は ，  qBNI ，

  qBwl お よび   qBwl の 3 領 域（図 3．3 の QB ＝ 30 の 上 部 の 領 域）を包括す る原 価 で あ り，  CBNIは ，

つ ぎの よ うに分離計算 され る ．

  c
・NI

＝

Q、 ＋ Q ． （1− ・講 ．蝶 鐸 欝 ＝  ゜

　
（3・22）

同様 の 計算 方法 に よ っ て ，  CBNwl は ，360 ，
000 円お よび  CBw

，
240

，
000 円 と分離計算 され る ．

　っ ぎ に ， 当期投入 原価 CI1は ，   qlG］ ，   qrw1 ，   qENI ，   qENwl お よ び   qEw1 の 5 領 域 （図

3．3 の QI＝llo の 上部 の 領域）を包括す る 原価で あ り
，  CIG

且
は ，つ ぎの よ うに 分 離 計算 され る ．

　　　　　　　　　　　　　　　 C
、、（QG − QB）

  CIG1＝

　　　　・Q ・
− Q・

… Q・
− Q・

・呂詈櫓
・ Q ・ （1一蝿 詈1・ 喩 踟 　 、3．23、

　　。

11，100，0°O× 70
． 、5，60・，OOO 円

　 　 　 70＋ 17。5＋ 40 →ト2 ＋ 8
同様 の 計 算方 法 に よ っ て，  Clwl は ，

2，400 ，000 円，  CEN
【
は 3，200 ，000 円 ，  CENwl は 160，000
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円 お よ び   CEWI は ，640，000 円 と分 離計算 され る．

　以 上 ，  か ら   ま で の 領域 を あ らわ す 各原 価 の 分離計 算方法 を 明 らか に し ，第 2 の ア プ ロ
ー

チに よ る方法 の 基 本 的部 分 を示 して きた，

つ ぎ に ，期 中完成 品原 価 CG
，
を第 1 の ア ブ m 一

チ の （2．4）式 に対 応 させ る と下記 の （3．24）式 の よ う

に 定式化 され ，こ の 式 の 右 辺 の 第 1 項 は 期 首 仕 掛 品 原価 の か らの 分離計算 を あ ら わ し て お り ， そ

の 分 母 か ら明 らか な よ うに 減損が 分 離計算 さ れ る ．

・
。

． 　 　 ら Q・ 　 　 ＋ 　 　 　 q・
× （Q・・

　
”

　QB）

　　　Q・
・ Q・

（1− ・
・ ）黯・鴨 寄 （Q ，

− Q，
・・ （秘

一

鴫 ・Q・
・Q・

（1−…2）寄蝿 磯
．
3°°

・
OOO × 30

．
1
・
1°°

・
°°0 × 7°

．、2，400，000 ． 5，600，000　 ．8，000，000 　 　 　 　 （324 ）
　 　 　 　 　 　 　 70 ＋ 17．5 ＋ 40 ＋ 2 ＋ 8　 30 ＋ 45 ＋ 3

正 常 減損 費 の 追加 配 賦後 の 期 中完成 品原価 C 急Lは，つ ぎの 式 に よ り求 め られ ，第 1 の ア プ ロ
ーチ

に よ る 方法 の （2．7） 式 に 対 応 し て い る ．

C』、
＝C

、、
　＋ C

。。，
＋ （C

跚
＋ CI

。、
）

一 添蕪落 ∴ 憲副
　　　　　　　　　　c・

（QG− Q・
）踟

÷

・Q ・
・
−Q ・

… 賊 ・｛管・贓 （1− … 黯・ 贐 藷　 　 　 、3．25、

＝ S
，
OOqOOO ＋ 24qOOO ＋ 36qOOO ＋ 24qOOO ＝ lLOOqOOO

　以 上 ，工 程 を つ うじて 減損 が生 じる状況 を 対象 とする 直接材料 費の 第 2 の ア プ ロ ーチ に よ る

方 法 の 一般式 と簡 単 な数値 例 を適用 して きた．

4 ． 第 2 の ア プ ロ ー チ に よ る加 工 費計算

　っ ぎに ，加 工 費（i＝ 2）に っ い て ，前 節 と同様 に ，工 程 原価構 成 図 を描 き ，加 工 用役 の 完成 品換算

量 べ 一
ス で 原価 を計算す る方法を述べ る．

　材料 （i＝ 1）に つ い て は ， 工 程 の 始 点 で 総 量 UI ＝10kg が投 入 され ，そ の 後 ，減 損 （無 価値 の 屑）

が加 工 に よ り継 続 的 に発 生す る だ けで あ るか ら ， 仕掛 品 に 含ま れ る材料 の 数 量 は
一定 の 速度 で

減 少 し，工 程 の 終 点 で は 材 料 は UN1 ；8kg ま で 減少 す る ． しか し ， 加 工 用 役に つ い て は ，工 程

の 始 点か ら終 点ま で 計 4 時間 か けて継 続 的 に 投入 され ， そ れ ゆ え加 工 費は加 工進 捗 度に 応 じて

増 加 す るか ら，両者 の 計 算 の 構造 が 異 な る もの となる ，加 工 用役 を投入 す る こ とに よ っ て仕 掛

品 ・完成品 と減損が 産 出 され る の で あ る か ら ，減損費は材料費 と加 工 費 と か ら構成 され る ．

　従 来の 第 1 の ア プ ロ ーチ で は，加 工 費 は 重 量で あ らわ され る 完成 品 換 算量 に 比 例 して 増加 す

る こ とが 仮定 され て い る が ，第 2 の ア プ ロ
ーチ で は ， 加 工 cr　C2 は 加 工 時 間 q2 に 応 じ て 増加 す

る原価 とみ な され る ．すな わ ち加 工 費 C2 は ， 加 工 時 間 q2 に 比 例 して 発 生 し，加 工 時 間 はそ の

完 成 品換 算 量 で あ らわす こ とが で き る ．す なわ ち ， 加 工 費 率 （加 工 用 役 1 時間 当 り の 単価 ） を

p2 とす る と ， 加 工 ee　C ，
は ，

つ ぎ の よ うに あ らわ され る ．

　　　　　　　C2 ＝C2（q2 ）＝ P2qz

た だ し，材 料（i＝ 1）の 場合 と同様 に 加 工 用役 （i＝ 2）に つ い て も p ，
は ，

一
定 と仮 定す る．

ま た ， 加 工 時 間 q2 は，（3．3）式に 従 い つ ぎの よ うに 示 され る．

　　　　　　　 q2 ＝QU2θ2

（4ユ ）

（4．2）
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　 っ ぎに加 工 費 に つ い て ，第 2 節 の 「生 産 活動 の 状 況 」 等 の デ ー
タ に も と づ き 各領域 の 面 積 を

加 工 時 間 q2 で 示す 工程 原価 構成 図 を，図 4．1 の よ うに 描 くこ とが で き る ．

　　　　 U2 θ2

U2 ＝ 4h

qB2耳 QB（1一θB2 ）U2

＝30x（1− 0．4）x4 ＝72

：

【

iqB2− Q 。
eB22

■

qlG、

＝（QG − QB）u
，

； （100− 30）x4 ＝ 280
qE 广 QEeE2U2
噐40xO ．8x4 ≡12

Q

　　　　　　　　　　　　　　　　 QG − QB ＝＝100 − 30＝70個　　　 QE ＝ 　40tW
　　　　　　　 QR　 ・ 30個

　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　　 　 図 4．1　 加 工 時間 の 工程 原価 構 成 図

　図 4．1 は，横 軸で 完成 品数 量 Q をあ らわ し
，縦 軸 で 製 品 単位 当た りの 加 工 時間 U2 と進捗 度 θ2

の 積 U2 θ2 をあ らわ し
，そ の 面積 QU2e2 で 加 工 時 間 q2 を あ らわ し て い る．

　な お ， 図 4．1 で は ，図 3．2 お よ び 図 3．3 の 場合 と異 な り ， 減損の 加 工 時 間 が 示 され て い な い ．

なぜ な ら減損は 製品 に移転 しな い 材料部分で あ り，製品 か ら物 理 的 に分離 した もの で あ るか ら ，

材料数量 と して 示 す こ とがで きる が ， 加 工 費に つ い て は 加 工 用役 そ の もの は 減損 とは な らな い

の で 減 損 に 対応 す る 部 分 は ，デ ー
タ か ら直接 示 す こ とは で きない ，す なわ ち， これ は 加 工 用 役

の 投入 時 間 の 経過 に よ っ て完 成品 の 生産 と同 時並 行的 に減損が発 生 す る の で ，物 理 的 に減 損 の

加 工 時聞 を跡 づ ける こ とは 不 可 能 で ある か らで あ る．

　加 工 費 を発 生 させ る加 工 用 役 を投入 した場 合 ，「期首仕掛 品 に投入 した 前期加 工 時間 qB2 」 「期

首 仕掛品 に 投 入 した 当期期 中加 工 時 間 qB2」，
「当期 に着手 した 期 中完成 品 に投 入 した 加 工 時 間

qlG21 ，お よび 「期末仕掛品 に 投入 し た加 工 時 間 qE2 」 を 区分 し て と ら え る こ とは で きる ．し か

し，これ らの 加 工 時 間を さら に 「完成 品 （仕 掛品 を含む 〉対 応 部分 」 と 「減損対応 部 分 」 と に 区分

しな けれ ばな らない が ，その ため に は配 分 の 基準 を定 めな けれ ばな らない ．つ ま り ， 加 工 用役

の 投 入 に よ っ て 必 然的 に 同 時 に 生 じる複数 の 産 出物 （完成品 と減損 ）に と っ て ，加 工 費 は結合 原

価で あ る とい え る ．したが っ て ，加 工 費を合理 的 な配賦基 準に も と づ き ，「完成 品 ・仕掛 品」 と

「減損 」 に配分 す る 必 要 が あ る ．

　こ の ケ
ー

ス で は，工 程 で は 「完成 品 単位 当た り 4 時間 の 加 工 用役 1 を消 費す る こ とに よ り，

投 入 した 材料 （i＝ 1＞Ui　； 　10kg を加 工 し，そ の 結果 と し て ， 「物理 的 に 同質 の 産 出物 1 が 2 種 類 ，

す なわ ち ，
「完成 品 UNI ＝・　8kg 」 と 「減損 Uw1 ＝2kg 」 とが 産 出 され る ，よ っ て ，つ ぎの よ うに

加 工 費を材料の 重 量 比 UN1 ： UW1 で 配分 す る方法 を採 る こ とが 妥 当で あ る ．そ こ で ， 完成品 単

位 当 りの 正 味加 工 時 間 UN2 は， つ ぎ の よ うに計算 され る ．

　　　・ N ・
　− U

・咢一・h畿 一… h

同様 に ， 完 成品 単位 当 りの 減損部 分 の 加 工 時間 UW2 は ，
つ ぎの よ うに 計 算 され る ．

　　　・ w2
− U

・寄
・・h ・ 畿 … h

（4．3）式 と（4．4）式 を 図 4．1 に導入 して 区 分す る と 42 図 を あ らわ す こ とが で き る ．

（4．3）

（4．4）
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U2θ2

UW2 茜U
，
里

　　　　u
且

　 　 2
＝4x − ＝0，8
　 　 10

UN2 ∋u2 瀝
　　　 　Ul
　 　 8＝4 ×

一＝3．2
　 　 10

　   　　〜
　　　　qBW2

i  q 。 w2，

 

qlGWz
 

qEW2

　  　qBG2
iq

跖 ユ 1■

 

qIG2
 

qEN2

QB＝30

図 4．2

　QG − QB ；loo − 30　　QE；40

加 工 費（i＝ 2）の 工 程原価構 成 図

Q

　図 42 の 横軸 は完 成品 数量 Q， 縦 軸は u2 θ2 ，各領 域 の 面積 は加 工 時 間 （i ・ 2 ）q2 を あ らわ し

て い る．なお ，各 領域 に示 され て い る番 号 は材 料 費 の 工 程 原価構 成 図で 示 した 番 号 に対 応 して

い る t ま た ，外枠 を実 線で 描 い た 全 体領域 の な か に 6 領 域 が 示 され ， さらに 2 領域  お よび  
（左 側 が破 線で ある 領域）が加 わ り合計 8 領域 が 表 され て お り，各 8 領域は 以下 の とお り で ある．

  期 首仕 掛 品 を構 成す る加 工 時間 の うち正 味加 工 時 間 qBG2 は ，っ ぎの よ うに示 され る ．

・BG2
− Q・

θ
・・
U

・咢一・・… 4 ・ 3・ − 38・・h 　 　 　 　 　 ・4…

  期 首仕 掛 品 を 当期 期 中 に 完成 品 とす るた め の 正 味加 工 時 間 qBG2は ，
っ ぎの よ うに示 され

・ ・（・BG ・
・一 ・Q ・（1− ・B2 … 寄一 … （1− ・・4・・ 3・2 ・・7・・h

　　　　（4．6）
  期 首仕 掛 品 を完 成 させ る た め の 加 工 時 間 の うち当 期 中に 生 じた 減 損 に 対 応 す る加 工 時 間

qBW2は ，
つ ぎの よ うに示 され る ．

・・w ・
− Q・

（1− … ）・ ・咢・ … （1− ・・・・・ … − 14・・h 　 　 　 　 ・・…

  前期 に 投入 され た加 工 時 間の うち期 首仕掛 品を加 工 す る こ とに よ り生 じた減 損 に か か っ た加

工 時 間 qBW2 は ，
つ ぎ の よ うに 示 され る．

・・w ・
− Q ・θ・・

U
・咢 一 ・一 … 8 − 9・・h 　 　 　 　 　 ・4…

  期 中完成 品 に 投 入 され た加 工 時 間 の うち の 正 味加 工 時間 qlG2 は ，
つ ぎ の よ うに示 され る ．

qlG・
・
＝・QG − Q ・・

U

嵜
M

− （1・・一・… 3・・… 224h 　 　 　 　 ・・…

  期 中完成 品 に 投入 され た 加 工 時 間 の うち 当期 中に 生 じ た減 損 に 対応す る加 工 時 間 qlw2 は ，っ

ぎの よ うに示 され る ．

qlw ・
− Q・

u

寄
湖 一7・・ ・… 56h 　 　 　 　 　 　 ・4・…

  期末仕掛 品 に投入 された加 工 時間の うち正 味加 工 時間 qEN2 は
，

つ ぎの よ うに 示 され る ．
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q ・N ・　
・Q・e・・

U ・寄一 ・・・ ・… 3・ ・ 1・2・・h 　 　 　 　 　 ・4・…

  期末仕掛 品 に 投入 され た加 工 時間 の うち 当期 中に生 じた減 損 に対応 す る加 工 時 間 qEW2 は，つ

ぎの よ うに 示 され る ．

q ・W ・
　・＝・Q・賊 咢一4・・ ・・・… 8 − ・… h 　 　 　 　 　 ・4・・2・

　図 4．2 に 関連 して 重 要 な こ とは ， 正 常減 損非 度外 視法 の も とで の 期首 仕掛 品 原 価 C盛 は ， 当

初 の 分 離計 算の 段 階で は   qBG2 に対応す る原価 と し て 算出 され る が
，

正 常減損 の 追加 配 賦 に よ

り  qBW2 に 対応 す る原 価の
一

部が 加算 され て い る こ とで あ る．

　　　　U2

UN2
ゐ
　　〜
　　吼BG ；

 

　　〜
　　qBW2

 

　 qlG2

 

　 qlW2

 

　 qE2

 

　qEW2

QB （1− SB2）U2UNL

　 　 UIUN2
・・

（1

藷詈
幽 譜

い 氈

響
誕 織撃 黔

図 4，3　第 2 の ア プ ロ ー
チ を示 す加 工 費 （i＝ 2）完成 品換算数

Qe，

　前述 の 直接材 料費の 計算の 場合 と同様 に
， 完成品換算量 ベ ー

ス で 計算す る た め に ， 図 4．2 で

示 され て い る各領 域の 面積 を変化 せ ず に そ れ らを ， 横 軸 を完成 品換算量 Qe2に ， 縦 軸 を 完成品

単位 あた りの 正 味数 量 UN2 とす る 「完 成 品換算量 図」 （4．3 図）で 示 す各領域に 変換す る必 要 が

あ る．図 42 に お い て 示 され て い る 8 領 域 は ， 図 4，3 で は 高 さ が UN2 ＝ 32 　h に そ ろ え られ ，し

た が っ て ，そ れ ら の 面 積は ，横 軸で 示 す 完 成 品換算量 の それ ぞ れ の 長 さに よ っ て 決 定 され る ．

す なわ ち 8 領域 の 各原 価 は ，
一

意に ，完成品 換算量 の 比 に よ っ て 配 分す る こ とに よ り求 め られ

る ．よ っ て
，  期 首 仕掛 品 を構成 す る加 工 時 間 の うち正 味加 工 時 間 qBG ，

＝ 38．4h の 完成 品 換算数

量 は 次 の よ うに 計 算 され る．

  篶
一馬 ・・ U

・咢壷
・・一 ÷ 12h 　 　 　 　 ・… 3・

　同様 に，（4．6） か ら （4．12） まで の 各 式 で 算 出 した投入 数量 q2 の デー
タ を完成品 単位 当た り

数量 uN2 で 除する こ と に よ り各領 域 の 完成 品 換算 量 Qe2は ，   18　h   4．5h
，  3h ，  70h ， 

17．5h ，  32h お よび   8h とな る ，

　っ ぎに ，完成 品換算量 （図 4．3）で 示 され て い る   CBG2は
，
つ ぎの よ うに 計算 され る ．

  駈
輪 砦撃 轟 隔

一a4°

讐lx12− ・92・・… 　 　 4・・4・

　同 様 に ，各 領 域 の 原 価 の 分 離 計 算 は
，   CIB

α
は 1，407 ，

000 円 ，
（2iX］b．， は 351

，
750 円 ， 

CBw2 は 480
，
000 円 ，  qG2は 5

，
471

，
667 円 ，  〔輪 は 1

，
367

，
917 円 ，  懸 は 2，501 ，333 円，  偽 槻

は 625，333 円 と計算 され る ．

　つ ぎに ， 期 中完成 品原価 CG2 に つ い て 第 2 の ア プ ロ ー
チ の

一
般式 を 第 1 の ア ブ u 一

チ に対 応

させ る とつ ぎの よ うに 定式化 し うる ．
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工 程 に わ た っ て 減損 が 生 じ る ケ
ー

ス の 総合原価計算

CG
、

＝ （袖 ＋qG2
　　 Chα

（Ein〔  、
u

，
u．

亀騒 u ｝u 爵1 ＋ （譱（観u｝Um

÷

　亀（1−％ ）U2UNI＋ （遽（1− ％2）U ，
Uwr＋ （鮎

一
鮎）U2UM ＋（Q ｝

一（逼）U2Uva＋ 亀〔｝，，
U

，
U

． 、
＋ （％Q． U ｝

U
．

＝1，920，000十1，407，000 ＋ 5，471，667 ＝8，798，667

正 常減損費 の 追加 配賦後 の 期 中完成品 原 価 Ch2 は
，
つ ぎ の 式 に よ り求め られ る ．

　　　　　　　 C急GIQB θB 、
u

、
Uw

、C』2
＝CG2 ＋

　　　　　 QBeB，U ，
UN1 ＋ QBeB，U2Uwl

　　　　　　　　　　　　　　　　 C，，QB（1一θ瑰 ）U
，
Uwr

十

　　　　　　　　　　　　　　　 q、％（1一貼）U
、
UN

、
十

q』（1− ％、
）U

，
V！， ＋ （捻（1− （）B2）U ，

Uim＋ （（h − （遽）U2UN，
＋ （（％一（池）U ，

Uwr＋ （逅魅 延P貢1 ＋ （％qE2U2Uwr

　　　　　　　　　　　　　　　 q，
（鮎

一
亀）u2UM

（4ユ 5）

　QB（1一θ
．，
）u

，
uN

、
＋QB（1− oB，）u ，

u
．

＋ （Q，，
− QB）u 、

uN1 ＋ （（％−QB）u 、
u

糊
＋Q，

e
瑰
u

，
u

．
・
1
＋QEe瓰 u2uva

　　　　　　　　　　　　　　　　 ％ （Qc；−QB）U ，
Uw

、
十

　QB（1− eB2）u 、
uNI＋QB（1一θB2 ）u ，

uva＋（％
− QB）u2uM ＋（Q，，

−QB）u ，
uw1 ＋QEθE，u ，

uN
、
＋QEθE，

u
，
uwr

＝ 8，798 ，667＋ 351 ，
750 ＋ 480 ，000＋ 1

，367，917；10，998 ，334　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4．16）

　 こ れ ま で ，工 程 を つ うじ て 減損が 生 じる 状況 と対象 とす るケ ー ス を対象 と して加 工 費 （i＝ 2）に

つ い て第 2 の ア プ ロ
ー

チ に よ る方 法 の
一般 式 とそ の 数値モ デル へ の 適用 を示 し て きた ．

　 こ こ で 以 下 の 点 を主 張 し て お く必 要 が あ る．

従来 の 方 法 で ある 第 1 の ア プ ロ
ー

チ で は，減 損 費の 加 工 費部分 を計 算す る揚 合に ，直接材料 費

の 計 算 の 場 合 と同様 に ，物 量 と して の 完成 品換算量 に も とつ い て 計算が 行われ て い るが ，加 工

費 は本来 ，加 工 時 間 に も とつ い て 計算 され るべ きで あ る． とこ ろが従来 は ， 工 程 の 始点 近 くで

生 じ た減損 に 投入 され た 単位 当 り加 工 時 間 と
，

工 程 の 終 点 で 生 じた 減損 に 投入 され た単位 当 り

の 加 工 時 間 とは 異な る こ と を前提 と して ，加 工 進捗度が ゼ ロ に 近 い もの と， 100 ％ に 近 い もの

との 間 に ，減 損 が 平均 的 に 発生 し て い る と し て 加 工 進捗 度 を 1 ／2 として い る ， しか し，第 2 の

ア プ ロ
ー

チ で は同質 同量 の 加 工 に よ り生 ず る同質 同量 の 減損 の 加 工 費 は ，単位 重量（kg）当 り同

額 で ある こ とを前提 に し て い る ．す なわ ち，あ えて 減 損 に つ い て 完 成度 と い う概念を 用 い る こ

とで許 され る な らば，同
一

の 工 程 を通 じ て 生ず る 同質 同量 の 減 損 に つ い て は ，減 損 と して の 完

成度 は同
一

で ある か ら，減 損 単位 当 りの 材 料費 も加 工 費 は 同額 で な けれ ば な らな い とい う前提

で 計算 方法 が 導か れ て い る ．

5 ． お わ りに

　以 上 ，材 料 が 工 程 の 始 点 で 投入 され ，加 工 用役 が 投入 され る に応 じて ， 正 常減 損 が 工 程 の 終

点 に達 す る まで
一定率 で継 続 的 に発 生 す る 状況 を 対 象 と して 伝 統的 方 法 の フ レ ー ム ワ

ー
ク に お

け る改訂 先入 先出法 の も と で 非度外 視法 を適用す る こ とに よ り生 産 活動 の 実態 を可 能 な 限 りあ

りの まま に 写 像す る製 品原 価 の 測定 方 法 を提案 し て きた ． こ の 方 法 に よ れ ば ，期 首仕掛 品か ら

生 じ る減損 お よび 直接 材料 費 の 期末 仕掛 品 の うち 次期 の 加 工 に よ り減損 とな る べ き原価 を測 定

す る こ とが で き ， さ らに ， 加 工 費計算に 関 して も加 工 時間 を基 準 と した因果 関係 に基づ い た正

確な製品原価 を測定す る こ とが で き る ，減損 が 生 じる こ とに よ り， どれ ほ ど の 損失 が 生 じ る か

を 測定で き る シ ス テ ム を設 定 してお く こ とは企 業 に とっ て 重要 で あ り，原価 管理 の 観 点か らも
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標準 原 価 計算 の 原価 標準 設 定 に お い て ，生産 活 動 の 実態 を あ り の まま に 写像 で き る よ うに 正 常

減 損 を含 め る方 法 は有 効 で あ り ， さ らに
，微 細 な 改善 の 成 果 の 測 定 を可能 に す る と い う意味で も

有効 で ある ．

　な お ， 本 論 文 で は ， 伝 統 的 フ レー ム ワ
ー

ク の 中で新 しい 方 法 を提案 して きたが ， よ り厳密 に

原 価 を測 定す る た め に ， 片 岡［1983］に よ り提案 され て い る生産 活 動 に お い て も時 間 の 経 過 を考

慮 した継 続 記録 的先 入 先 出法 を導入 した動的 モ デ ル へ と今後 は拡 張 され る必 要が あ る と い える．

　実用 的 な簡便 法 として は ，FIFO で は な く平 均 法 に よ り計算 す るだ けで よい と主 張 され る 場合

もあ る が
，生 産 活動 の 前期 実績 と当期 実 績 とあ る程 度 明確 にす る こ とを意 図す るか ぎ り沙 な く

とも ，前期 着手 分 と 当期 着 手分 の 差 を明 らか に す る方 法 を採用 す べ きで あ る ．さ らに ，ABC は ，

費 目別計算 と部 門別 計 算 の 精緻 化に つ い て は 貢献 した が ， 製品別 計算 に お い て は ， 精 緻化 され

た製 造間接 費 を前 提 と して 理論 と方法 が まだ提案 され て い ない ．し たが っ て ，ABC を前 提 と し

た 製品別 計算の 精緻 化 モ デル の 構 築 が 必 要 で あ ろ う．
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